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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　可搬式原子力発電機であって、
　　　原子炉炉心と制御システムと冷却材流反転構造とを収容する原子炉出力モジュール
であって、統合型出力変換モジュールと発電とに提供される冷却材又は作動流体中におい
て熱エネルギーを発生させるために、核燃料を燃焼させる原子炉出力モジュールと、
　　　ターボ機械と熱交換器とを備える出力変換モジュールであって、前記原子炉出力モ
ジュールからの前記冷却材又は作動流体から前記熱エネルギーを受け取り、且つ、発電モ
ジュールに提供される機械的エネルギーを発生させる出力変換モジュールと、
　　　発電機－モータと、電子コントローラと、無停電電源装置とを備える発電モジュー
ルであって、前記出力変換モジュールから機械的エネルギーを受け取って、電気エネルギ
ーを発生させる発電モジュールと、
　を備え、
　前記原子炉出力モジュールと前記出力変換モジュールと前記発電モジュールとは、運転
可能な原子炉を単一の容器として形成するために互いに熱流体力学的に連結されるように
構成されており、
　前記原子炉出力モジュールはさらに、燃料補給作業が、未使用又は使用済みの燃料を収
容する原子炉出力モジュールを取り外すことと、前記原子炉出力モジュールを未使用の核
燃料を収容する新しい原子炉出力モジュールと交換することとによって行われるように構
成されている、
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　可搬式原子力発電機。
【請求項２】
　前記原子炉出力モジュールと前記出力変換モジュールと前記発電モジュールとは、互い
に別個に製造及び輸送することができ、さらに、水平的構成又は垂直的構成の形で動作す
るように構成されている、
　請求項１に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項３】
　前記原子炉出力モジュールと前記出力変換モジュールと前記発電モジュールとはさらに
、熱伝達表面を横断する自然冷却材循環を介して受動的に冷却されるように構成されてい
る、
　請求項１に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項４】
　前記原子炉出力モジュールと前記出力変換モジュールと前記発電モジュールとはさらに
、外部の配管又は装置を必要とすることなしに自己完結型ユニットとして動作するように
構成されている、
　請求項１に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項５】
　前記原子炉出力モジュールは、耐溶融性の熱伝導性セラミック原子炉炉心を備える、
　請求項１に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項６】
　さらに、炉心の構造的支持を提供する一方で、伝導熱伝達機構によって前記炉心から外
側フィンへの崩壊熱エネルギーの伝達を確実なものにする内側フィンによって画定されて
いる冷却材経路を備え、
　前記冷却材経路は、冷却材の完全喪失時にさえ、前記可搬式原子力発電機を取り囲む環
境に対して、崩壊熱エネルギーを安全且つ受動的に伝達するように構成されている、
　請求項１に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項７】
　前記原子炉出力モジュールは、さらに、
　（１）安全のために吸収モードで受動的に係合するように構成されている、中性子吸収
材料及び中性子反射材料を含む、中性子反射体内の制御棒又は回転制御ドラムと、
　（２）炉心内制御棒のアレイと、
　（３）受動システムを通して前記原子炉炉心内に中性子毒を注入する非常用停止システ
ムと、
　である反応度制御システムのうちの少なくとも１つを備える、
　請求項１に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項８】
　さらに、前記出力変換モジュールのための冷却材及び作動流体として不活性ガスを備え
、
　前記冷却材は、ＣＯ２、ヘリウム、又は、アルゴンである、
　請求項１に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項９】
　前記原子炉出力モジュールと前記出力変換モジュールと前記発電モジュールとは、さら
に、発電するために再生ブレイトンサイクルを行うように構成されている、
　請求項１に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項１０】
　さらに、
　　　前記原子炉出力モジュール内に完全に囲い込まれている一次ループと、
　　　前記一次ループ内を循環する冷却材及び減速材としての水と、
　　　前記原子炉出力モジュール内の前記一次ループと前記出力変換モジュール内の二次
ループとの間の熱的結合を提供するように構成されている、１つ又は複数の統合型分離熱



(3) JP 6336986 B2 2018.6.6

10

20

30

40

50

交換器と、
　　　過熱水蒸気を発生させるために前記一次ループから熱エネルギーを受け取る前記二
次ループ内を循環する水と、
　を備え、
　前記二次ループ内の水は、ランキン出力サイクルによって電気を発生させるために過熱
水蒸気の形態で前記出力変換モジュール内の統合型ターボ機械に熱エネルギーを伝達し、
　水蒸気は、前記ターボ機械内での膨張の後に、前記水蒸気を凝縮するために、前記出力
変換モジュールの内側冷却フィン及び外側に延びる冷却フィンに熱エネルギーを受動的に
伝達する統合型凝縮器に放出される、
　請求項１に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項１１】
　凝縮させられた水蒸気を再加圧して、前記統合型分離熱交換器の二次側の入口における
予備冷却水を前記二次ループの中に汲み出す、１つ又は複数のポンプをさらに備える、
　請求項１０に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項１２】
　さらに、
　　　前記原子炉出力モジュール内に完全に囲い込まれている一次ループと、
　　　前記一次ループ内で再循環ポンプによって能動的に循環させられる冷却材としての
液体金属と、
　　　前記原子炉出力モジュール内の前記一次ループと前記出力変換モジュール内の二次
ループとの間の熱的結合を提供するように構成されている、１つ又は複数の統合型分離熱
交換器と、
　　　前記二次ループ内の作動流体としてのガス又は水と、
　を備え、
　ガスが前記作動流体として使用される時に、前記ターボ機械は、再生ブレイトン出力サ
イクルの要求事項を満たすように構成されており、
　水が前記作動流体として使用される時に、前記ターボ機械は、ランキン出力サイクルの
要求事項を満たすように構成されている
　請求項１に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項１３】
　さらに、
　　　前記出力変換モジュール内の前記ターボ機械を形成する回転構成要素と、
　　　前記発電モジュールの発電機－モータを形成する回転構成要素と、
　　　前記ターボ機械を構成する前記回転構成要素と前記発電機－モータを形成する前記
回転構成要素とが互いに共通の速度で回転するように、前記出力変換モジュール内の前記
ターボ機械を形成する前記回転構成要素と、前記発電モジュールの前記発電機－モータを
形成する前記回転構成要素とを、直接的な機械的結合の形で連結する回転シャフトと、
　を備え、
　前記回転シャフトの回転速度は、前記出力変換モジュールの熱流体力学と、前記発電機
－モータを調整する前記制御システムの負荷条件及び設定値とによって決定され、
　発電機出力の周波数と電気的パラメータを統合型電子調整回路によって調整できる、
　請求項１に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項１４】
　前記発電機－モータは、前記可搬式原子力発電機の動作中に電気を発生させ、
　前記発電機－モータは、起動中と停止後に前記出力変換モジュールの前記ターボ機械を
駆動するための電気モータとして使用することができ、
　起動電力が、無停電電源装置、又は、外部の電流供給源を通して、起動中に前記発電機
－モータに供給することができる、
　請求項１３に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項１５】
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　淡水化、生物燃料処理、地域暖房、又は産業用途のための装置に配給される熱交換器を
さらに備える、
　請求項１に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項１６】
　動作可能な原子炉を形成するように熱流体学的に互いに連結されるように構成されてい
る、原子炉出力モジュールと、出力変換モジュールと、発電モジュールとを備える、可搬
式原子力発電機に燃料補給する方法であって、
　　　未使用又は使用済みの核燃料を有する第１の原子炉出力モジュールを取り外すこと
と、
　　　前記第１の原子炉出力モジュールを、未使用の核燃料を有する第２の原子炉出力モ
ジュールと交換することと、
　を含む、
　方法。
【請求項１７】
　前記耐溶融性の熱伝導性セラミック原子炉炉心はさらに、ＳｉＣペレットの中に封入さ
れたトリストラクチャル等方性（ＴＲＩＳＯ）の核分裂性燃料を含むモノリシック燃料エ
レメント（ＭＴＦ）を含む、
　請求項５に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項１８】
　前記ＳｉＣペレットは、ナノインフィルトレーション遷移共晶相（ＮＩＴＥ）焼結プロ
セスを使用して形成された構造物である、
　請求項１７に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項１９】
　前記ＭＴＦエレメントは、ＳｉＣ又はＳｉＣ複合材料エレメントの中に封入された前記
ＳｉＣペレットを含む、
　請求項１７に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項２０】
　前記ＳｉＣペレットはさらに、燃料含有領域を包囲する燃料非含有ＳｉＣの層を備える
、
　請求項１７に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項２１】
　前記ＳｉＣペレットはさらに、ウラン、プルトニウム、トリウム、又は核分裂性同位体
の、酸化物、炭化物、オキシカーバイド又は窒化物を含む、
　請求項１７に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項２２】
　前記ＳｉＣペレットはさらに、前記ＳｉＣペレットに含まれているエルビア又はガドリ
ニアを含む可燃性毒物質である希土類酸化物を含む、
　請求項１７に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項２３】
　前記耐溶融性の熱伝導性セラミック原子炉炉心はさらに、可燃性毒物質を含む非燃料被
覆粒子を含む、
　請求項１７に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項２４】
　前記耐溶融性の熱伝導性セラミック原子炉炉心はさらに、ＳｉＣ繊維を含む一方向性繊
維強化ＮＩＴＥ焼結ＳｉＣの複合構造物を含む燃料エレメントを備える、
　請求項１７に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項２５】
　前記ＳｉＣペレットはさらに、高密度の非多孔性ＳｉＣ被覆を備える、
　請求項１７に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項２６】



(5) JP 6336986 B2 2018.6.6

10

20

30

40

50

　前記ＭＴＦエレメントは、矩形ブロック、六角形ブロック、又は四分円プレートを備え
、
　前記ＭＴＦエレメントは、冷却材のための流路を提供する穴を備える
　請求項１７に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項２７】
　さらに、炭素又はＳｉＣを含む中性子反射体要素を備え、
　前記中性子反射体要素は、前記ＭＴＦエレメントの幾何学的な形状構成に一致するよう
に幾何学的に構成されている、
　請求項２６に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項２８】
　前記ＭＴＦエレメントは、前記ＭＴＦエレメントの相互間の間隙を取り除くことによっ
て前記熱伝導性セラミック原子炉炉心の熱伝導性を増強し、且つ、炉心の受動的な熱伝達
特性を増強するように、互いに近接配置されている、
　請求項２６に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項２９】
　前記耐溶融性の熱伝導性セラミック原子炉炉心はさらに、前記原子炉炉心の入口及び出
口に設けられている圧力プレートを備え、
　前記圧力プレートは、冷却材のための流路を提供する適合した冷却材穴を備え、
　前記圧力プレートは、前記原子炉炉心を圧縮状態に保つ圧縮力を提供するように構成さ
れている、
　請求項１７に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項３０】
　前記耐溶融性の熱伝導性セラミック原子炉炉心はさらに、金属又はセラミックで被覆さ
れ且つバンドルの形に構成されている、酸化物、窒化物、又は金属の形態の、核分裂性材
料を収容する燃料棒を備える、
　請求項１７に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項３１】
　前記バンドルは、冷却材に関連した好ましい熱伝達特性を有するように幾何学的に構成
されている、
　請求項３０に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項３２】
　前記耐溶融性の熱伝導性セラミック原子炉炉心はさらに、球形ペブルの形態であるの疎
性燃料エレメントを含む、
　請求項１７に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項３３】
　前記耐溶融性の熱伝導性セラミック原子炉炉心は、冷却材の喪失時にさえ受動的な冷却
を可能にするように構成されている、
　請求項１７に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項３４】
　前記耐溶融性の熱伝導性セラミック原子炉炉心はさらに、ＳＩＣ－Ｇｄ２０３及びＥｒ
２０３の焼結混合物で作られている制御棒と、制御棒スリーブとを備える、
　請求項１７に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項３５】
　前記耐溶融性の熱伝導性セラミック原子炉炉心はさらに、繊維強化炭素又はＳｉＣ複合
材料で作られている制御棒チャネルを備える、
　請求項１７に記載の可搬式原子力発電機。
【請求項３６】
　前記ＭＴＦエレメントは、前記可搬式原子力発電機が動的応力又は衝撃を受ける事象に
おいて、前記ＳｉＣペレットに亀裂が伝播することなしに、前記ＭＴＦエレメントの管理
された破断を可能にするための、部分的な切れ目を備える、
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　請求項１７に記載の可搬式原子力発電機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一般的に、原子炉炉心を収容する単一の容器の中に完全に統合されている出
力変換及び発電装置を備える、迅速に配備可能であり且つ回収可能である、モジュール型
のコンパクト且つ輸送可能である堅牢化された原子力発電機を使用する電力及びプロセス
熱の発生に関する。
【背景技術】
【０００２】
　原子力発電機は、当然であるが、停止後に崩壊熱エネルギーを発生させる原子炉の炉心
を含む。一般的に、幾つかの要因の中で、停止後に発生させられる崩壊熱エネルギーの量
が、炉心を特徴付ける燃料出力発生履歴と出力密度とに比例している。炉心内のあらゆる
場所における核燃料の過熱を防止するために、崩壊熱エネルギーは、炉心を収容するよう
に設計されている容器及び構造の外側のシステムによって一般的に支持されている冗長熱
伝達機構（ｒｅｄｕｎｄａｎｔ　ｈｅａｔ　ｔｒａｎｓｆｅｒ　ｍｅｃｈａｎｉｓｍ）を
使用して炉心から移動させられなければならない。こうした冗長冷却システム（ｒｅｄｕ
ｎｄａｎｔ　ｃｏｏｌｉｎｇ　ｓｙｓｔｅｍ）は、炉心を収容する容器の外側に位置して
いる熱交換器に炉心を熱流体力学的に連結する、熱エネルギーを炉心から環境（即ち、最
終ヒートシンク）に伝達するための複雑な配管ネットワークを備える。これらの熱交換器
の中を通る冷却材は、電動の再循環装置（即ち、ポンプ、ブロワ）を使用して能動的に循
環し、及び、冗長性は、比較的複雑な配管ネットワークの中を通して冷却材を循環又は再
循環させるための弁によって調節される複数の熱交換器を使用して実現される。あるいは
、代替策として、冷却材が、加熱又は冷却される時に冷却材密度が変化することに基づい
た重力駆動式の自然循環機構によって、炉心と炉心外の熱交換器とを熱流体力学的に連結
する、同様に複雑な配管ネットワークの中を通って受動的に循環することがある。最新の
原子炉は、受動的に、能動的に、又は、両方の組合せの形で動作させられることが可能な
、冗長炉心崩壊熱除去システム（ｒｅｄｕｎｄａｎｔ　ｃｏｒｅ　ｄｅｃａｙ　ｈｅａｔ
　ｒｅｍｏｖａｌ　ｓｙｓｔｅｍ）に依存している。
【０００３】
　「能動的」安全性機構を採用する原子炉設計が、崩壊熱エネルギーを取り除くために、
停止後に炉心が安全温度に維持される上で電力に大きく依存している。安全な運転と崩壊
熱エネルギー除去とを常に確実なものにするために、この設計は、少なくとも２つのオフ
サイト送電網に対する接続によって供給される電力と、専用の冗長性オンサイト非常用デ
ィーゼル発電機（ＥＤＧ）によって発電される非常用電力とを必要とする。
【０００４】
　他方では、幾つかのタイプの受動的な安全機構が、重力と、炉心に対して相対的に高い
高さに配置されているタンク又は水構造物の中に一般的に貯蔵されている多量の水とにだ
け依存する。炉心と冷却材貯蔵構造物の間の高さの差が、冷却材が自然循環サイホン作用
を受けて炉心から崩壊熱エネルギーを効果的に取り除くために必要とされる。貯蔵された
冷却材に基づいた受動的な安全機構のためには、長期的な崩壊熱除去を適切に実現する能
力は、冷却材の貯蔵量と、様々な環境的温度及び湿度条件の下での重力駆動式の炉心冷却
機構の有効性とに大きく依存している。一般的に、環境温度が上昇するにつれて、対流炉
心冷却を受動的に生じさせる能力が漸進的に低減する。この結果として、貯蔵された冷却
材の量に基づいた受動的な崩壊熱除去は、温暖な気候で運転する原子力発電機に最も適し
ている。
【０００５】
　受動的及び能動的な安全システムは、一般的に、炉心を収容する容器の外側に形成され
るので、冗長な配管と弁と熱交換器とポンプ／ブロワと（能動的システムのための動力／
電力及び制御を提供するために必要とされる）補助電力及び制御配線ネットワークとの複
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雑なシステムが結果的に生じることになる。炉心から熱エネルギーを除去するために専用
で使用される配管と熱流体力学的装置（即ち、熱交換器）と電気装置（即ち、ポンプ）の
複雑なシステムが、一般的に、「バランスオブプラント」と定義されている。大型及び小
型の大半の原子力発電機のバランスオブプラントは、かなり大きいプラント設置占有面積
を生じさせ、原子力発電機が配備されることが可能な敷地を限定し、及び、原子発電機設
備を特徴付ける資本コストを大きく増大させる。
【０００６】
　商用運転の原子炉の炉心は、一般的に、水で冷却され、及び、高温度の水／水蒸気の存
在下で酸化する材料で被覆された核燃料エレメントを装填されている。例えば、冷却材の
喪失、又は、能動的又は受動的な炉心崩壊熱除去システムの故障のために、炉心の過熱が
生じる可能性がある時に、被覆材料と水／水蒸気との間の化学反応が水素の発生を結果的
に引き起こす。この時に、水素が蓄積して、最終的に自然発火し、これによって深刻な安
全性の問題が生じさせられる。この結果として、原子力発電所は、例えば、発火の制御を
行うために、及び、多量の水素の蓄積を防止するために、冗長な水素管理装置を備えてい
る。しかし、この追加的な安全機構は、さらに複雑性を増加させ、運転コストを増大させ
、及び、例えば、日本の福島第１原子力発電所で発生した事故のような幾つかの原子力事
故によって示されているように、制御不可能である可能性がある。能動的安全システム、
受動的安全システム、又は、これら両方の安全システムの組合せを確実なものにするため
に適用されるレベルの冗長性が実行され、それら安全機能は一般的に、想定設計ベース事
故シナリオに基づいた確率論的リスク評価の結果である。「設計基準を越える事故（ｂｅ
ｙｏｎｄ　ｄｅｓｉｇｎ　ｂａｓｉｓ　ａｃｃｉｄｅｎｔ）」シナリオの発生の確率が非
常に低いので、必ずしもすべての発生可能なシナリオが想定されているわけではない。不
幸にして、炉心から環境への放射能の漏出に対する冗長性と多重設計障壁とにも係わらず
、安全運転に関する最新の法的規制指導に準拠した原子力発電所（即ち、福島第一原子力
発電所）の場合でさえ、炉心メルトダウン、水素爆発、汚染物質侵入、及び、多量の放射
性降下物がすでに発生しており、したがって、「設計基準を超える事故」シナリオによっ
て引き起こされる事故のような壊滅的事故が、その発生の確率が非常に低いにも係わらず
、安全性及び経済性に対する許容不可能な悪影響を及ぼすということを示す。「設計基準
を超える事故」シナリオは、極度の地震、津波、天候関連の事象、テロリスト／敵対的な
事象によって代表されるだろう。
【０００７】
　小型モジュール型原子炉の設計が、大型の最新の原子炉設計に比較した場合に、より小
型で、モジュール型で、搬送がより容易である構成要素によって特徴付けられる。しかし
、こうした構成要素又はモジュールは、最初に配備場所において熱流体力学的に（及び、
電気的に）連結されることなしには、運転できない。こうしたモジュール型構成要素を連
結することは、炉心を備える容器の外側に構成されている、複雑な配管ネットワークと弁
と受動的／能動的炉心冷却システム（バランスオブプラント）との相互連結によって行わ
れる。この結果として、小型モジュール型原子炉設計に基づいた発電所の配備と設置は、
小型モジュール型原子炉のサイズに関係なしに、現場の準備と、バランスオブプラント装
置の設置と、全ての付属品の連結とのために、数ヶ月を要する。実際に、小型モジュール
型原子炉システムが連結され終わると、その小型モジュール型原子炉設計が中庸な又は非
常に低い出力定格を生じさせる場合にさえ、小型モジュール型原子炉に基づいた発電所の
占有面積全体と非常時避難区域とが、依然として巨大なままである。小型モジュール型の
原子炉設計は、アセンブリ終了後には搬送も回収も不可能であり、したがって、こうした
小型モジュール型原子炉設計は、容易に配備されることは不可能であり、及び、幾つかの
別々の潜在的に放射性である小型モジュール型原子炉構成要素の取り外しに関する一般的
に長期間を要する廃止手順を伴う、モジュール型構成要素の分解とバランスオブプラント
の解体にもっぱら費やされる数ヶ月間を要することなしには、用地から回収されることが
不可能である。
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　上述の説明から、想定設計基準の事故シナリオと設計基準を超えた事故シナリオとの結
果を本質的に軽減させる仕方で、極度の環境的ストレス要因（過酷な地震事象及び洪水事
象を含む）に対して安全に対処する能力を有する、あらゆる気候的条件において且つあら
ゆる場所において安全に運転することが可能である、プロセス熱（ｐｒｏｃｅｓｓ　ｈｅ
ａｔ）を提供するという選択肢を有する、適切に輸送可能であり且つ完全に動作可能であ
るコンパクトなモジュール型原子力発電機システムと、安全に電気エネルギーを発生させ
るための方法とが必要とされ続けている。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上述の説明の観点から、可搬式の堅牢化されたコンパクトなモジュール型原子力発電機
が開示される。この開示される発電機は、容器外部のバランスオブプラントを必要としな
い統合型の出力変換及び発電装置を備え、且つ、設計基準を超えた事故シナリオと設計基
準攻撃シナリオとを含むすべての事故シナリオの状況下で炉心の冷却を受動的に確実なも
のにする機構を備える、容器の中に収容されている原子炉炉心によって形成される。
【００１０】
　設置場所に特有の電気的要求事項（及び、プロセス熱要求事項）に応じて、以下では説
明を明瞭化するために「可搬式原子力発電機（ｔｒａｎｓｐｏｒｔａｂｌｅ　ｎｕｃｌｅ
ａｒ　ｇｅｎｅｒａｔｏｒ）」と呼称される可搬式の堅牢化されたコンパクトなモジュー
ル型原子炉発電機が、様々な熱力学的出力サイクル（即ち、ブレイトン、ランキン）で動
作するように構成されている統合型の出力変換装置と、設置場所に特有の電気的要求事項
に合致するように電圧及び周波数を調整する形に構成されている発電装置とを使用するこ
とによって、炉心によって発生させられる熱エネルギーを電気とプロセス熱の形に変換す
るために、様々な炉心構成と材料と冷却材と減速体とを用いて動作するように構成される
だろう。
【００１１】
　幾つかの構成では、この可搬式原子力発電機は、ガス－ブレイトンサイクル（ｇａｓ－
Ｂｒａｙｔｏｎ　ｃｙｃｌｅ）によって熱エネルギーに変換するように構成されている出
力変換モジュールを用いて動作させられる時に、約４５％の効率で、１０ＭＷｔから４０
ＭＷｔ（Ｍｅｇａ－Ｗａｔｔ－ｔｈｅｒｍａｌ）の出力定格を実現するだろう。この例示
的な構成では、単一の可搬式原子力発電機は、４．５ＭＷｅから１８ＭＷｅ（Ｍｅｇａ－
Ｗａｔｔ－ｅｌｅｃｔｒｉｃ）を発生させることが可能な発電ユニットを実現する。この
可搬式原子力発電機は、熱伝達表面を介した自然空気循環による受動的冷却を用いて運転
できるので、設置場所に特有の電気的要求事項及び／又はプロセス熱要求事項に合致する
ように、複数の可搬式原子力発電機ユニットによってクラスター化されることが可能であ
る。この可搬式原子力発電機は容易に輸送可能であり且つ回収可能なので、様々な用途に
適合可能であり、及び、例えば、遠隔地、又は、送電網に接続されていない場所において
、発電及びプロセス熱用途のために使用されることが可能である。付加的な用途が、様々
な陸上又は人工島における産業プロセス（採鉱、石油－ガス採掘、軍事的設備）のための
発電、船舶の推進のための発電、及び、重要なバルク電力送電網の連係（ｉｎｔｅｒｃｏ
ｎｎｅｃｔｉｏｎ）における迅速送電網バックアップシステムとしての発電を含むだろう
。
【００１２】
　１つの例示的な構成では、この可搬式原子力発電機は、３つの主要なモジュール、即ち
、（１）炉心と制御システムと冷却材流反転構造（ｃｏｏｌａｎｔ　ｆｌｏｗ　ｒｅｖｅ
ｒｓｉｎｇ　ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ）とを収容する交換可能な原子炉出力モジュールと、（
２）ターボ機械装置（ｔｕｒｂｏ－ｍａｃｈｉｎｅｒｙ　ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ）と熱交換
器とを備える出力変換モジュールと、（３）高速発電機－モータと、電子コントローラと
、起動動作時に使用される無停電電源装置（即ち、電池）とを備える発電モジュールとに
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よって形成されている。封止フランジを介して熱流体力学的に連結された後に、その３つ
のモジュールが、熱エネルギーを周囲環境と受動的に交換する単一の堅牢化容器を形成す
る。出力変換モジュールのターボ機械システムを形成する回転装置が、発電モジュールの
発電機－モータ内に統合されている回転構成要素のシャフトにも機械的に連結されている
単一のシャフトに機械的に連結されており、したがって、回転装置のすべてが、磁気軸受
を使用して無摩擦の形で同一の速度で回転するように適合させられている。各モジュール
は互いに独立的に輸送されてもよく、又は、３つのモジュールすべてが、可搬式原子力発
電機が容易に操作可能であることを可能にする単一の容器の中に完全にアセンブリされて
もよい。完全にアセンブリされているか、又は、別個のモジュールの形で、可搬式原子力
発電機の輸送が、輸送標準規格に準拠して（即ち、標準的な輸送装置を使用して）実行さ
れるだろう。完全にアセンブリされた形で輸送される時には、可搬式原子力発電機は、迅
速に配備可能であり且つ回収可能である、完全に運転可能な発電機となる。
【００１３】
　１つの例示的な構成では、この可搬式原子力発電機モジュールは、水平方向で動作する
単一の堅牢化された圧力容器を形成するように、封止及びロッキングフランジを使用して
連結されるだろう。再方向配置された可搬式原子力発電機の外側及び内側の熱伝導フィン
を含む別の構成では、その可搬式原子力発電機は垂直動作するだろう。３つのモジュール
すべてが、複数の内側及び外側の構造リブを形成することによって、全体的構造を実質的
に補強すると同時に内側構成要素に対する支持を提供するように構成されている、内側及
び外側フィンによって形成されている、高度に統合された熱交換器を備える。ターボ機械
装置と発電機－モータ装置とに組み合わされている統合型の熱交換器が、外部のバランス
オブプラントの必要なしに運転を可能にし、これによって、総合的な占有面積と、脆弱性
と、冷却材喪失シナリオの確率とを大きく低減させる。この可搬式原子力発電機は、耐溶
融性の伝導性セラミック炉心を含む幾つかのタイプの炉心を使用するだろう。この可搬式
原子力発電機の冷却材流路は、熱エネルギーから電気エネルギーへの高効率の変換を確実
なものにするように構成されている。この冷却材流路は、炉心の構造的支持を提供する低
い流体力学的抵抗を有する内側フィンを配置することと、これと同時に、伝導熱伝達機構
（ｃｏｎｄｕｃｔｉｏｎ　ｈｅａｔ　ｔｒａｎｓｆｅｒ　ｍｅｃｈａｎｉｓｍ）によって
炉心から可搬式原子力発電機の外側フィンへの崩壊熱エネルギーの伝達を確実なものにす
ることとによって、得られる。この構成では、可搬式原子力発電機の炉心は、冷却材の完
全な欠落時にさえ、その可搬式原子力発電機を取り囲む環境に対して崩壊熱エネルギーを
安全且つ受動的に伝達することが可能である。次では、単一容器型の可搬式原子力発電機
を形成する３つのモジュールを、さらに詳細に説明する。
【００１４】
　１つの構成では、原子炉出力モジュールは、濃縮核分裂性材料（即ち、ウラン又はプル
トニウム）が燃料として入れられた原子炉炉心と、中性子反射体と、複数の反応度制御シ
ステムと、冷却材が効率的に原子炉出力モジュールの中を通って循環するための流路と、
原子炉出力モジュールを出力変換モジュールに連結する熱流体力学的システムとを統合す
る。この原子炉出力モジュールの容器がＣ－Ｃ複合材料又は適した金属材料で作られてい
ることが好ましいだろう。炉心は、出力定格の要求事項を満たす材料組成と熱伝達特性と
を有する任意の適切な炉心であるだろう。
【００１５】
　好ましい炉心構成が、燃料エレメントを形成するために、炭化ケイ素（ＳｉＣ）の中に
埋め込まれたセラミックマイクロ－カプセル封止された燃料を伴う伝導性セラミック炉心
を備える。
【００１６】
　１つの例示的な構成では、可搬式原子力発電機は、モノリシックトリストラクチャル等
方性燃料（ｍｏｎｏｌｉｔｈｉｃ　ｔｒｉ－ｓｔｒｕｃｔｕｒａｌ　ｉｓｏｔｒｏｐｉｃ
　ｆｕｅｌｅｄ）（ＭＴＦ）エレメントを含む「耐メルトダウン性（ｍｅｌｔ－ｄｏｗｎ
　ｐｒｏｏｆ）」炉心を備えている。この構成では、炉心は、ＳｉＣ又はＳｉＣ複合材料
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エレメントの中に封入された完全セラミックマイクロカプセル封止（ｆｕｌｌｙ　ｃｅｒ
ａｍｉｃ　ｍｉｃｒｏ－ｅｎｃａｐｓｕｌａｔｅｄ）（ＦＣＭ）燃料と以下では呼称され
るＳｉＣペレット内のＴＲＩＳＯ燃料によって、又は、ＭＴＦエレメント内に分散したト
リストラクチャル等方性（ｔｒｉ－ｓｔｒｕｃｔｕｒａｌ　ｉｓｏｔｒｏｐｉｃ）（ＴＲ
ＩＳＯ）粒子によって製造された燃料エレメントで作られている。任意の焼結、圧縮、又
は、他のＳｉＣ製造プロセスが、ペレット及び／又はブロックの形の適切な構造的強度と
放射線照射耐性とを有するＳｉＣを生じさせるために、使用されるだろう。１つの好まし
い構成では、ナノインフィルトレーション遷移共晶相（ｎａｎｏ－ｉｎｆｉｌｔｒａｔｉ
ｏｎ　ａｎｄ　ｔｒａｎｓｉｅｎｔ　ｅｕｔｅｃｔｉｃ－ｐｈａｓｅ）（ＮＩＴＥ）焼結
プロセスが使用されるだろう。ペレットは、燃料含有領域を包囲するための燃料非含有Ｓ
ｉＣの層を有するだろう。
【００１７】
　ＴＲＩＳＯ粒子中で使用される核分裂性燃料は、ウラン、プルトニウム、トリウム、又
は他の核分裂性同位体の、酸化物、炭化物、オキシカーバイド、又は窒化物であるだろう
。エルビア又はガドリニアのような可燃性の毒物質（ｐｏｉｓｏｎ）である希土類酸化物
がＳｉＣセラミック成形体中に含まれることがある。この可燃性の毒物質は、さらに、ペ
レットを形成する燃料粒子と混合されている特別な被覆粒子の中に含まれることがある。
ＴＲＩＳＯ粒子の高密度の非多孔性ＳｉＣ被覆と、ＦＣＭ燃料ペレットの高密度ＳｉＣマ
トリックスと、燃料エレメント中のＳｉＣとが、放射線抵抗性で熱伝導性であり且つ高温
度運転に適合可能である形態の、核分裂性生成物の移動と分散とに対する多重障壁を実現
する。
【００１８】
　別の例では、可搬式原子力発電機は熱伝導性のセラミック炉心を装填されることがあり
、この伝導性セラミック炉心は、ＭＴＦエレメント又はブロックと、同様に形成されてい
る反射体エレメント又はブロック（例えば、炭素又はＳｉＣ複合材料で作られている）と
によって構成されている。この構成では、ＭＴＦは、運転中の過剰な熱応力を回避するよ
うに設計され寸法決定されている。一例が、図２４と図２４Ａとに示されている四分円形
の厚さ１０ｃｍのプレートである。他の例が六角形又は矩形の燃料ブロックである。全て
の構成において、燃料と、反射体ブロック又はエレメントは、冷却材が流れるための穴を
含む。全ての構成において、適合した冷却材穴を有する圧力プレートが、炉心を常に圧縮
状態に保つために、炉心の入口と出口とに含まれるだろう。伝導性セラミック炉心マトリ
ックスの熱伝導性も、燃料成形体及びブロックの相互間の間隙を排除することと、ブロッ
ク間の間隙を減少させることとによって増強され、これによって、燃料温度を低下させ、
及び、すべての事故シナリオの状況下において可搬式原子力発電機の炉心の受動的な熱伝
導能力を実現する。
【００１９】
　炉心の反応度は、反射体内で中性子を吸収して中性子が炉心に再び入ることを防止する
ことによって、及び、炉心中性子を吸収することによって、抑制されるだろう。可搬式原
子力発電機の炉心の反応度は、（１）安全のために吸収モードで受動的に係合するように
配置されている中性子吸収材料及び中性子反射材料を含む反射体内の制御棒又は回転制御
ドラムと、（２）炉心内制御棒のアレイ（ａｒｒａｙ）と、（３）他のシステムが故障し
た場合に受動システムを通して炉心内に中性子毒を注入する非常用停止システムとを動作
させることによって抑制される。制御ドラムは、制御ドラムの回転位置に応じて幾らかの
中性子が脱出するか又は反射されて炉心の中に戻されることを可能にするように幾何学的
に配置されている吸収材料及び反射材料を備える。中性子吸収材料は、ホウ素又は希土類
の中性子捕捉材料を伴うＳｉＣ主成分又はＣ主成分のセラミックであるだろうし、一方、
中性子反射体部分は、好適な中性子反射特性を有する、適切な高温度適合性の形態の、ベ
リリウム又は他の材料を使用するだろう。これらの反応度抑制機構が互いに独立的に動作
するだろうし、及び、各々が、出力を調整しかつ原子炉停止を実現するように、炉心の反
応度の完全な又は部分的な制御を行うことが可能だろう。
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【００２０】
　金属又はセラミックで被覆され、且つ、冷却材媒質に適しているようにバンドルの形に
構成されている、酸化物、窒化物、金属等の形態の核分裂性材料を含む燃料棒のような、
他の原子炉炉心構成が使用されることがある。球形ペブル（ｓｐｈｅｒｉｃａｌ　ｐｅｂ
ｂｌｅ）のような適切な幾何学的形状の疎性（ｌｏｏｓｅ）の燃料エレメントが、使用さ
れることもある。
【００２１】
　１つの構成では、可搬式原子力発電機の炉心は、出力変換モジュールのための冷却材及
び作動流体として不活性ガスを使用する。この構成では、冷却材は、ＣＯ2、ヘリウム、
又は、他の好適な不活性ガス（例えば、アルゴン）であることが可能である。この例では
、可搬式原子力発電機炉心が熱エネルギーを発生させ、一方、様々な統合型熱交換器と組
み合わされたターボ機械が、再生ブレイトンサイクル（ｒｅｇｅｎｅｒａｔｉｖｅ　Ｂｒ
ａｙｔｏｎ　ｃｙｃｌｅ）を行うことに寄与し、高い出力変換効率を実現する。
【００２２】
　別の構成では、可搬式原子力発電機炉心は、冷却材として、及び、部分的には、原子炉
出力モジュール内に完全に囲い込まれている一次ループ内を循環する減速材として、水を
使用する。一次ループ内の圧力が、統合型の加圧器を使用して調節される。１つ又は複数
の統合型の分離熱交換器（ｓｅｐａｒａｔｉｏｎ　ｈｅａｔ　ｅｘｃｈａｎｇｅｒ）が、
原子炉出力モジュール内の一次ループと出力変換モジュール内の二次ループとの間の熱結
合を実現する。二次ループ内を循環する水は、熱流体力学的状態を予備冷却液体（ｓｕｂ
－ｃｏｏｌｅｄ　ｌｉｑｕｉｄ）から過熱水蒸気（ｓｕｐｅｒ－ｈｅａｔｅｄ　ｓｔｅａ
ｍ）に変化させるように、分離熱交換器（即ち、蒸気発生装置）の一次ループ側から熱エ
ネルギーを受け取る。二次ループ内の水は、一次ループ内を循環する水と混合しない。こ
の構成では、可搬式原子力発電機炉心の熱エネルギーは、過熱水蒸気の形で出力変換モジ
ュール内のターボ機械に伝達される。水蒸気は、ターボ機械内で膨張した後に、統合型凝
縮器に送られ、この統合型凝縮器は、熱エネルギーを出力変換モジュールの内側冷却フィ
ンと外側に延びる冷却フィンにに受動的に移動させる。水蒸気が凝縮するにつれて、この
水蒸気は１組のポンプによって再加圧され、及び、二次ループが、分離熱交換器の二次側
の入口において予備冷却液体を汲み出すことによってリセットされる。
【００２３】
　別の構成では、可搬式原子力発電機の一次ループは、１つ又は複数の分離熱交換器の二
次側に対する熱エネルギー伝達のために、再循環ポンプを使用して能動的に循環させられ
るか又は受動的に循環させられる液体金属を備えるだろう。この可搬式原子力発電機の炉
心構成では、二次側は、作動流体としてガスを用いる再生ブレイトン出力サイクルの要求
事項に適合するように設計されているターボ機械を使用する出力変換モジュール、又は、
作動流体としての水を用いるランキン出力サイクル（Ｒａｎｋｉｎｅ　ｐｏｗｅｒ　ｃｙ
ｃｌｅ）の要求事項に適合するように設計されているターボ機械と凝縮器とを使用する出
力変換モジュールに連結されるだろう。
【００２４】
　出力変換モジュールの構成とは無関係に、ブレイトン出力サイクル又はランキン出力サ
イクルの要求事項に適合するように設計されている構成要素を使用する時に、出力変換モ
ジュールは、出力変換モジュール内のターボ機械を形成する回転構成要素として、発電モ
ジュールに直接的に連結されており、及び、発電モジュールの発電機－モータを形成する
回転構成要素が、同一の速度で回転するように回転シャフトに直接的に機械的に連結され
ている。このシャフトの回転速度は、出力変換システムの熱流体力学的な特性と、装填条
件と、発電機－モータ機械を調節する電子制御システムの設定とによって決定される。発
電機出力の周波数と他の電気的パラメータは、統合型の電子調整回路によって制御される
だろう。
【００２５】
　１つの構成では、発電モジュール内の発電装置は、起動中と停止後に出力変換モジュー
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ルのターボ機械を駆動するための電気モータとして動作するように切り換えられるだろう
。この構成では、起動電力は、１組の電池（即ち、無停電電源装置装置）、又は、外部電
力供給源（例えば、小型ディーゼル電源）によって供給されるだろう。
【００２６】
　大多数の構成では、出力変換モジュールと発電モジュールとに統合されているすべての
回転構成要素を連結するシャフトは、磁気軸受を使用して、対応するモジュールの不動構
造に連結されているだろう。全てのモジュールの完全な分離と独立性とを確実なものにす
るために、出力変換モジュールと発電モジュールは、連結時に、シャフトを機械的に連結
するための可とう性カップリングを使用する。
【００２７】
　他の構成では、発電モジュールの回転構成要素が出力変換モジュールの回転構成要素か
ら係合解除されることが必要とされる場合に、又は、特定の用途において、これら２つの
モジュールの回転要素の相互間で異なる回転速度が必要される場合に、クラッチが想定さ
れることがある。
【００２８】
　全ての構成において（即ち、冷却材及び／又は作動流体としてガス又は液体を使用する
構成）において、この可搬式原子力発電機は、迅速に配備可能であり且つ回収可能である
非常にコンパクトな可搬式の発電ユニットを提供するための、高度の構成要素レベルのモ
ジュール性と統合とを実現する。この可搬式原子力発電機は、連結時に単一の容器を形成
する３つの事前構成済みのモジュールを特徴とする。各々のモジュールは、大量生産が可
能であり、個別的に又はアセンブリ完成状態において容易に搬送可能であり、及び、運転
可能である。燃料補給サイクルの完了時に、又は、非常事態のために、例えば空輸（例え
ば、Ｃ１７輸送機、又は、重量物吊り下げヘリコプタによる輸送）による、炉心の迅速な
回収が必要となる場合に、原子炉出力モジュールがホットスワップされることが可能であ
る。
【００２９】
　その３つのモジュールを形成する可搬式原子力発電機の構成要素は、既存の技術（様々
な商業的用途からのターボ機械、及び、磁気軸受を伴う高速オルタネータ－モータ技術か
らの発電機－モータ）、又は、様々な国立研究所において及び国際的に開発され試験され
た成熟した技術（例えば、ＦＣＭ燃料）に依存している。原子炉出力モジュールは、原子
炉炉心を収容し、支持し、保護し、且つ、冷却し、出力変換モジュールは、ターボ機械（
ガス冷却可搬式原子力発電機構成のためのタービンと圧縮機装置）と、選択された冷却材
と熱力学的出力サイクル（即ち、再生的又は部分的なブレイトン又はランキン）とに適合
化されている統合型熱交換器（即ち、回収熱交換器と予冷器と中間冷却器）とを備え、及
び、発電モジュールは発電装置ユニットを含む。
【００３０】
　完全にアセンブリされた可搬式原子力発電機は、最少限の用地の準備によって水平方向
で稼働するように、又は、地下設置のために垂直方向で稼働するように、構成されるだろ
う。全ての構成において、この可搬式原子力発電機は、迅速なフィールディング（ｆｉｅ
ｌｄｉｎｇ）とスタートアップ（ｓｔａｒｔ　ｕｐ）と、原子炉全体又は個別的なモジュ
ールの迅速な回収とを可能にする。燃料補給は、使用済みの炉心を収容する「使用済み」
原子炉出力モジュールを、未使用の炉心を収容する新しいモジュールと交換することによ
って行われるだろう。出力変換モジュール又は発電モジュールにおいて故障が生じる場合
には、こうしたモジュールの交換が、故障しているモジュールを新しいモジュール又は工
場再生モジュールと単純に交換することによって行われるだろう。
【００３１】
　選択された作動流体によっては、可搬式原子力発電機は、全ての小型のモジュール型原
子炉設計のバランスオブプラントを一般的に形成する配管と装置の複雑なネットワークを
必要とはしないことがある。この可搬式原子力発電機は、完全に統合されており、及び、
配備の直後に発電する準備が整っている。この可搬式原子力発電機が水平運転用に構成さ



(13) JP 6336986 B2 2018.6.6

10

20

30

40

50

れている場合には、その結果としての発電機は、地震活動によって特徴付けられる設置場
所、船舶内、及び、クリティカルな電力を必要とする幾つかの他の用途における容易な配
備を可能にする。原子炉出力モジュールと出力変換モジュールと発電モジュールは、民間
及び軍用の輸送標準規格に準拠した様々な輸送オプションを伴う形で、標準化された輸送
プラットフォームと運転プラットフォームと貯蔵プラットフォームとの上に、互いに個別
的に且つ独立的に固定されるように設計されるだろう。
【００３２】
　この可搬式原子力発電機は、その受動的冷却のために多量の水を必要とすることはなく
、及び、その最終ヒートシンクとして、局所的な水、又は、乾燥した非蒸発性の空気、又
は、単純な環境空気を利用するだろう。オフノーマル（ｏｆｆ－ｎｏｒｍａｌ）な状況で
は、この可搬式原子力発電機は、（炉心冷却材の完全喪失状態における）炉心からフィン
付きモジュール壁への伝導熱伝達による受動的な崩壊熱エネルギー除去と、その可搬式原
子力発電機を包囲する大気への受動的な対流熱伝達とにだけ依存することが可能だろう。
原子炉出力モジュールは、燃料補給のために可搬式原子力発電機の他の部分から分離させ
られている時には、放射及び周囲空気対流機構だけに基づいた受動的な崩壊熱除去が可能
である。
【００３３】
　この可搬式原子力発電機が、ブレイトンサイクル変換に基づいた出力変換モジュールを
用いて動作するように構成されている場合には、この可搬式原子力発電機は、様々なプロ
セス熱用途に適合するように使用されることが可能な高温度の廃熱を利用するという選択
肢を提供する。この構成では、可搬式原子力発電機は、淡水化、生物燃料処理、地域暖房
、又は、他の産業用途のための装置に配給される低品質及び／又は高品質のプロセス熱の
生産のための熱交換器を備えることもある。
【００３４】
　発電モジュールは、統合型の電池パック（即ち、発電モジュールと共に含まれている）
又は小型の外部ディーゼル発電機によって実現される、無停電電源装置の補助によって可
搬式原子力発電機の一次ループを加熱及び加圧すると同時に、ターボ機械を起動するよう
に構成されることがある。完全にアセンブリされた可搬式原子力発電機ユニットは、起動
と停止と通常運転を行うことが可能であると同時に、過渡状態（ｔｒａｎｓｉｅｎｔ）と
緊急事態とおいて安全燃料温度マージンを受動的に維持することが可能な発電プラントを
実現する。
【００３５】
　本発明の他の装置と機器とシステムと方法と特徴要素と利点とが、以下の添付図面と詳
細な説明を理解することによって、当業者にとって明らかであり、及び、明らかになるだ
ろう。全てのこうした付加的なシステムと方法と特徴要素と利点とが、この説明の範囲内
と、本発明の範囲内とに含まれ、及び、添付されている特許請求項によって保護されるこ
とが意図されている。
【００３６】
　本発明は、以下の図面を参照することによってより適切に理解されることが可能である
。図面の構成要素は、必ずしも全て同一の縮尺で描かれているわけではなく、発明の原理
を例示する際に強調が行われている。これらの図では、参照番号は、様々な図のすべてに
おいて、一致する部品を示している。
【図面の簡単な説明】
【００３７】
【図１】例示的な実施形態の原子炉出力モジュールと出力変換モジュールと発電モジュー
ルの境界を示す、例示的な可搬式原子力発電機のブロック図の上方斜視断面図である。
【図２】可搬式原子力発電機の水平的運転又は垂直的運転のためのすべての装置を備える
単一の容器を示す、例示的な可搬式原子力発電機のブロック図の上方斜視断面図である。
【図３】受動冷却機能と構造的堅牢化機能と遮蔽機能のための強化熱伝導区域を提供する
ように開発されている外側の可搬式原子力発電機フィンを示す、図１に示されている例示



(14) JP 6336986 B2 2018.6.6

10

20

30

40

50

的な実施形態の側面図である。
【図４】図１に示されている可搬式原子力発電機の例示的な実施形態のガス冷却構成の断
面図である。
【図５】図１に示されている可搬式原子力発電機の例示的な実施形態のガス冷却構成の機
能図である。
【図６】図１の可搬式原子力発電機の一変型の例示的な実施形態の内部の詳細断面説明図
である。
【図７】図１と図６に示されている可搬式原子力発電機の原子炉出力モジュールの例示的
な実施形態の断面斜視図である。
【図８】可搬式原子力発電機の原子炉出力モジュールの一例としての、頂部炉心反射体を
伴わない、原子炉出力モジュールの斜視図である。
【図９】可搬式原子力発電機の原子炉出力モジュールの一例としての、頂部炉心反射体を
伴う、原子炉出力モジュールの斜視図である。
【図１０】図６に示されている出力変換モジュールに含まれている「回収熱交換器」とし
て機能する低背圧統合型熱交換器の例示的な実施形態の斜視図である。
【図１０Ａ】図６に示されている出力変換モジュールに含まれている「回収熱交換器」と
して機能する低背圧統合型熱交換器の例示的な実施形態の斜視図である。
【図１０Ｂ】図６に示されている出力変換モジュールに含まれている「回収熱交換器」と
して機能する低背圧統合型熱交換器の例示的な実施形態の斜視図である。
【図１１】ターボ機械を出て行く作動流体と、図６に図示されており且つ図１０と図１０
Ａと図１０Ｂとに示されている圧縮機から戻る流体との間の分離を実現する、低背圧統合
型熱交換器の完全にアセンブリされた例示的な構成の斜視図である。
【図１２】図１と図６に示されている可搬式原子力発電機の例示的な実施形態の流体の膨
張のためのターボ機械の放出において、浪費されることがある熱エネルギーを回収する機
能を果たすための、図１０に示されている熱交換器の入口に入る流体と、出力変換モジュ
ールの中間冷却器部分から戻る流体との間の、別々の流動パターンによって生じさせられ
る熱伝達を示す、図１１に示されている完全にアセンブリされた低背圧統合型熱交換器の
例示的な実施形態の斜視図である。
【図１３】輸送又は貯蔵の準備における原子炉出力モジュールのホットスワッピングと封
止とを実行するための、遠隔的な水力式の高温原子炉出力モジュールのための装置の例示
的な実施形態の斜視図である。
【図１４】完全にアセンブリされた可搬式原子力発電機から原子炉出力モジュールを切り
離して、原子炉出力モジュール（炉心）の交換のための遠隔油圧式モジュール切り離し及
び封止を行うようになっているか、又は、出力変換モジュールの一方の側でメンテナンス
を行うようになっている、例示的なシーケンスを示す斜視図である。
【図１５】完全にアセンブリされた可搬式原子力発電機から原子炉出力モジュールを切り
離して、原子炉出力モジュール（炉心）の交換のための遠隔油圧式モジュール切り離し及
び封止を行うようになっているか、又は、出力変換モジュールの一方の側でメンテナンス
を行うようになっている、例示的なシーケンスを示す斜視図である。
【図１６】輸送標準規格に準拠しており、輸送及び運転中にそのモジュールを固定するこ
とを可能にし、及び、配備場所における重量物持ち上げクレーンの必要なしに迅速な連結
及び切り離しのためにモジュールを滑動させることを可能にするガイドを備えている、例
示的な輸送可搬式原子力発電機プラットフォームを示す斜視図である。
【図１７】（停止直後の短時間内の）迅速な原子炉出力モジュールのホット回収（ｈｏｔ
　ｒｅｔｒｉｅｖａｌ）を行うための、追加された遮蔽構造及び受動冷却構造を伴う、図
１６に示されている例示的な輸送可搬式原子力発電機プラットフォームを示す斜視図であ
る。
【図１８】図１に示されている例示的な可搬式原子力発電機のブロック図の変更された一
変型の頂部断面図であり、この図では、可搬式原子力発電機の水平（又は垂直）運転のた
めの装置のすべてを備える単一の容器が、少なくとも１つの分離熱交換器によって分離さ
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れる一次ループと二次ループを使用するランキン出力サイクルの冷却材及び作動流体とし
て水を用いて動作するように構成されている。可搬式原子力発電機のこの構成は、さらに
、分離熱交換器によって出力変換モジュールから分離されており、且つ、ブレイトン又は
ランキン出力サイクルの使用を可能にする、液体金属冷却原子炉出力モジュールに対して
も適用される。
【図１９】図１８に示されている例示的な可搬式原子力発電機ブロック図の平面図である
。
【図２０】図１８に示されている例示的な可搬式原子力発電機ブロック図の機能図である
。
【図２１】図１８に示されている可搬式原子力発電機の一変型の例示的な実施形態の内部
の詳細な断面模式図である。
【図２２】迅速な配備のための標準的な輸送プラットフォーム上に固定されており且つ任
意の配備場所において発電する準備が整っている、例示的な完全にアセンブリされた可搬
式原子力発電機のスケール表示（ｓｃａｌｅ　ｉｎｄｉｃａｔｉｏｎ）を示す斜視図であ
る。
【図２３】ホット炉心取り外しシナリオの状況下での放射性遮蔽を確実なものにするため
の付加的な受動冷却特徴要素と膨張可能なシールドとを伴う形でこの図では示されている
、迅速「ホット」原子炉出力モジュール輸送（即ち、緊急現場抜き取り）のための、標準
的な輸送プラットフォーム上に固定されている、可搬式原子力発電機の例示的な原子炉出
力モジュールの斜視図である。
【図２３Ａ】ホット炉心取り外しシナリオの状況下での放射性遮蔽を確実なものにするた
めの付加的な受動冷却特徴要素と膨張可能なシールドとを伴う形でこの図では示されてい
る、迅速「ホット」原子炉出力モジュール輸送（即ち、緊急現場抜き取り）のための、標
準的な輸送プラットフォーム上に固定されている、可搬式原子力発電機の例示的な原子炉
出力モジュールの斜視図である。
【図２４】冷却材の完全喪失の場合でさえも受動的に冷却されることが可能な耐溶融性の
炉心を形成する、優先的な伝導性セラミック炉心要素と完全セラミックマイクロカプセル
封止燃料エレメントの斜視図である。
【図２４Ａ】冷却材の完全喪失の場合でさえも受動的に冷却されることが可能な耐溶融性
の炉心を形成する、優先的な伝導性セラミック炉心要素と完全セラミックマイクロカプセ
ル封止燃料エレメントの斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００３８】
　本明細書に開示されている可搬式原子力発電機の例示的な構成が、電気エネルギーとプ
ロセス熱とを必要とする様々な用途のための、安全であり、且つ、迅速に搬送と運転とが
可能である、原子力発電機システムの提供に関連して説明される。当業者は、高い運転コ
ストと汚染物質の放出とを伴うディーゼル発電機を使用すること以外におそらくは他の選
択肢がない場所において、信頼性が高く且つ連続的な電力を必要とする任意の電力要求用
途のために、可搬式原子力発電機の統合型モジュールが構成される可能性があることを理
解するだろう。この可搬式原子力発電機は、可搬式原子力発電機の内部から環境（最終ヒ
ートシンク）への受動的な熱伝達機構を強化するために、様々なフィン形状を有するよう
に構成されるだろう。
【００３９】
　図１は、例示的な実施形態の原子炉出力モジュール２００と、出力変換モジュール３０
０と、発電モジュール４００との境界を示す、例示的な可搬式原子力発電機１００のブロ
ック図の上方斜視断面図である。図２は、３つのモジュール（原子炉出力モジュールと、
出力変換モジュールと、発電モジュール）を連結することと、水平運転又は垂直運転のた
めの統合型装置すべてを備えることとによって形成されている、単一容器の可搬式原子力
発電機１００を示す、例示的な可搬式原子力発電機のブロック図の上方斜視断面図である
。
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【００４０】
　図３は、原子炉出力モジュール上の外側フィン２０８と、出力変換モジュール上の外側
フィン２０８、２０８Ａと、発電モジュール上の外側フィン２０８とを備える各モジュー
ルを示す、図１に示されている例示的な実施形態の側面図である。フィン２０８、２０８
Ａは、可搬式原子力発電機１００の受動的冷却機能と構造的堅牢化機能と遮蔽機能とのた
めの強化された熱伝導区域を提供するように形成されている。
【００４１】
　図１と図２を参照すると、可搬式原子力発電機１００が３つの主モジュールによって形
成されている。交換可能な原子炉出力モジュール２００が、炉心２０３と、制御及び炉心
停止システム２０４と、炉心制御及び反射体システム２０５と、冷却材流反転構造２０６
（図７に詳細に示されている）と、受動的炉心熱伝達構造２０７とを収容する。原子炉出
力モジュールは、封止及び支持フランジ２０１によって出力変換モジュール３００に連結
されている。出力変換モジュール３００は、封止フランジ３０１を使用して原子炉出力モ
ジュールに封着されており、及び、ターボ機械装置３０４と、低背圧熱交換器「回収熱交
換器」３０５と、「予冷器」３０６と、「中間冷却器」３０７と、流れ反転構造３０９（
２０６と同様）と、出力変換モジュール３００と発電モジュール４００とのすべての回転
構成要素に機械的に連結されているシャフト３１０とを備える。出力変換モジュール３０
０は、フランジ３０１を使用して発電モジュール４００に封着され且つ連結されている。
発電モジュール４００は、封止フランジ４０１を使用して出力変換モジュール３００に封
着されており、及び、埋め込まれた電子コントローラを有する高速発電機－モータ４０２
と、起動動作中に使用される無停電電源装置４０３（即ち、電池）と、発電機統合型冷却
システム／熱交換器４０４と、ターボ機械３０４の回転シャフトと機械的に連結するため
のインターフェーシング（ｉｎｔｅｒｆａｃｉｎｇ）及び可とう性連結構造を有する封止
磁気軸受４０５とを備える。その３つのモジュールは、封止フランジ２０１－３０１、３
０１－４０１によって熱流体力学的に連結されると、フィン２０８、２０８Ａを使用して
周囲環境と熱エネルギーを受動的に交換する単一の堅牢化された容器１００を形成する。
フィン２０８と延長フィン２０８Ａは、可搬式原子力発電機１００の外部環境に対するモ
ジュール内部からの熱エネルギー伝達を確実なものにするための熱伝達機能を実現するこ
とに加えて、さらに構造的堅牢化機能と遮蔽機能とを有する。原子炉出力モジュール２０
０内の仕切り壁２０９によって形成される圧力バウンダリが、制御システム２０４、２０
５を収容するチャンバ２１０によって示される第２の圧力バウンダリと共に、一次圧力バ
ウンダリ３１１によって示される、環境の異なる冷却材及び分離を可能にする。同様に、
発電モジュール４００内の仕切り壁４０６は、出力変換モジュール３００の内側に相当す
る環境３１１からの発電機－モータ環境４０７の封止と分離とを可能にする。出力変換モ
ジュール３００のターボ機械システム３０４を形成する回転装置が、発電モジュール４０
０の発電機－モータ４０２内に統合されている回転構成要素のシャフトにも機械的に連結
されている単一のシャフト３１０に機械的に連結されており、したがって、回転装置のす
べてが、（ターボ機械システム３０１と発電機モータ４０２の一方の側にだけ示されてい
る）無摩擦式の磁気軸受４０５を使用して同一速度で回転するように適合させられている
。
【００４２】
　各モジュールは互いに独立的に輸送されてもよく、又は、３つすべてが完全にアセンブ
リされて、完全に運転可能な可搬式原子力発電機容器１００を形成してもよい。すべての
モジュールが、圧力及び配線取り付けポート２１１を通して連結されている。これらのポ
ートは、冷却材の交換又は放出作業と、様々な電気的機能の監視及び制御（即ち、制御棒
の駆動又は回転の制御、及び、反射体機構）とを可能にする。さらに、取り付けポート２
１１は、配備場所において送電網に対する発電機－モータ４０２からの電気バス接続を可
能にする。
【００４３】
　可搬式原子力発電機１００の完全アセンブリされたモジュール又は別々のモジュール形
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での輸送が、輸送標準規格に準拠して（即ち、標準的な輸送装置を使用して）実行される
だろう。完全にアセンブリされた状態で輸送される時には、その可搬式原子力発電機１０
０は、迅速に配備可能であり且つ回収可能である、完全に運転可能な発電機となる。
【００４４】
　１つの構成では、各モジュールに相当する圧力容器を形成する材料は、反射体として、
及び、さらには、圧力バウンダリ（圧力容器）として、炭素と炭化ケイ素の複合構造を使
用するだろう。軽量の低中性子吸収容器の使用が、小型炉心２０３（図１）の中性子節約
（ｎｅｕｔｒｏｎ　ｅｃｏｎｏｍｙ）を向上させるために中性子反射の外部機構を使用す
るという選択肢を可能にする。
【００４５】
　図１に示されている１つの例示的な構成では、可搬式原子力発電機モジュールは、水平
方向で動作する単一の堅牢化された可搬式原子力発電機の圧力容器１００を形成するため
に、封止及び固着フランジ２０１－３０１及び３０１－４０１を使用して連結されるだろ
う。例えば図２に示されている別の構成では、可搬式原子力発電機１００の外部の熱伝達
フィン２０８Ｂ、２０８Ｃ、２０８Ｄを再方向配置することによって、その可搬式原子力
発電機が、垂直方向で運転するように構成されるだろう。すべてのモジュールは、例えば
図１と図２に示されているような、内側フィン２１２、２０７、３０５、３０６、３０７
、４０４によって形成されている高度に統合された熱交換器を備える。これらの統合的な
熱交換器は、可搬式原子力発電機１００の垂直方向での運転又は地下施設内での運転のた
めに再方向配置される時に、図１の外側フィン２０８、２０８Ａと、フィン２０８Ｂ、２
０８Ｃ、２０８Ｄ（図２）とに熱的に結合させられる。各モジュールのすべての内側フィ
ンは、内部構成要素に対する支持を提供し、これと同時に、これらの内側フィンが多重構
造リブを形成するので可搬式原子力発電機構造全体を著しく補強し、したがって、可搬式
原子力発電機１００の容器全体を堅牢化し、及び、冷却材流路として。
【００４６】
　１つの構成では、可搬式原子力発電機１００の原子炉制御機構が、炉心２０３の領域に
対して中性子吸収材料２１６を挿入／引出するように構成されている制御駆動機構２０４
に加えて、及び、炉心２０３に対して実質的に中央に位置する領域内に中性子吸収材料を
挿入するように構成されている中央制御棒駆動機構２１９に加えて、中性子反射体２１４
の領域内での中性子吸収材料２１５の挿入／引出によってその中性子吸収材料２１５を制
御するように構成されている、例えば図４に示されている、制御駆動機構２０５を備える
だろう。
【００４７】
　別の構成では、可搬式原子力発電機１００の原子炉制御機構が、炉心２０３の領域内に
対して中性子吸収材料２１６を挿入／引出するように構成されている制御駆動機構２０４
に加えて、及び、炉心２０３の実質的に中央に位置する場所に対して中性子吸収材料２２
０を挿入／引出するように構成されている中央制御棒駆動機構２１９に加えて、中性子反
射体２１４の領域内での中性子吸収材料２１５の挿入／引出によってその中性子吸収材料
２１５を制御するように構成されている制御駆動機構２２１（図６）を備えるだろう。
【００４８】
　図７に示されている別の構成では、可搬式原子力発電機１００の原子炉は、回転ドラム
各々の一方の側に中性子吸収材料を含み、且つ、その反対側に中性子拡散材料（反射体）
を含む、回転ドラム２１３を含む原子炉制御機構を備える、原子炉出力モジュール２００
を使用するように構成されることがある。この回転ドラム２１３は、中性子吸収材料が炉
心２０３に対面して炉心２０３の臨界未満状態を強制する形で回転ドラム２１３を回転さ
せることによって、回転ドラムを受動的に常に位置決定する磁気継手を備える。電磁制御
手段（即ち、この図７には示されていない、ソレノイド操作、電磁的操作、モータ補助式
操作、又は、油圧式操作）を使用して、回転制御ドラム２１３が回転させられる時に、こ
の回転ドラムは、炉心２０３に対して中性子反射性箇所を露出させ、これによってその臨
界状態を増大させる。電力喪失時には、回転制御ドラムは、常に、中性子吸収側が炉心２
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０３に対面するように受動的にその回転制御ドラム自体を位置決定し、これによって停止
状態を強制的に生じさせる。この構成は、例えば敵対的な事象によって生じさせられた爆
発の結果として可搬式原子力発電機容器１００がその支持プラットフォームから外されて
回転させられる場合にさえ、有効状態のままである。
【００４９】
　図５と図６と図８と図９と図２１とに示されているように、冷却材流方向に関して、炉
心２０３の入口部分と出口部分は、それぞれに中性子反射体２１７、２１８に対面されて
いる。さらに、原子炉出力モジュールは、すべての他の制御システムが故障する場合に、
受動的システムによって炉心内に中性子毒を注入する緊急停止システムを備える。
【００５０】
　原子炉制御を取り扱う諸側面を要約すると、１つの構成においては、炉心２０３に対す
る反応度制御が、安全のために吸収モードで能動的に使用されるように配置されている吸
収及び反射材料を含む、反射体２１４内の制御棒２１５によって、及び、複数の炉心内制
御棒２１６を駆動することによって、行われるだろう。別の構成では、炉心２０３に対す
る反応度制御が、炉心２０３の追加的な独立した停止機構を提供するために、非常時の中
性子毒注入に加えて、炉心内制御棒２１６、中央制御棒２２０、回転制御ドラム２１３、
又は、これらの構成の組合せを駆動することによって行われるだろう．制御棒材料は、ホ
ウ素、又は希土類吸収材料、及び、反射体材料としてのベリリウムを伴う、ＳｉＣが主成
分のセラミック又はＣが主成分のセラミックであるだろう。
【００５１】
　図１を参照すると、原子炉出力モジュール２００内の統合型熱交換器２１２が、制御棒
駆動機構２０４、２０５に対して受動的冷却を提供するように構成されているだろう。図
１と図２と図５を参照すると、統合型熱交換器２０７は、内部炉心２０３と、原子炉出力
モジュール２００の外側フィン２０８（図１及び図３）又は２０８Ｂ（図２）との間の伝
導熱伝達によって崩壊熱を炉心２０３から受動的に取り除くように構成されているだろう
。統合型熱交換器２０７は、冷却材完全喪失シナリオの状況下においてさえ、炉心２０３
から崩壊熱エネルギーを伝達するように構成されているだろう。幾つかの構成では、炉心
２０３は、例えば図７に示されている、高度に熱伝導性である経路２０７を形成する材料
に熱的に結合されている燃料エレメントによって形成されているだろう。図４と図５を参
照すると、出力変換モジュール３００は１組の統合型熱交換器を備える。これらの統合型
熱交換器は、ブレイトン出力サイクルの熱力学的構成に合致した形で、回収熱交換器３０
５と予冷器３０６と中間冷却器３０７として機能するように構成されているだろう。専用
モジュールに完全に統合されている追加の統合型熱交換器が、発電モジュール４００に統
合されている発電機－モータ統合熱交換器４０４によって表されている。
【００５２】
　図１、２、３、４、５の単一の容器１００の形に統合されている可搬式原子力発電機の
１つの好ましい構成では、出力変換モジュール３００が、原子炉出力モジュール２００内
で発生させられた熱を回転シャフト３１０に結合された機械的出力に変換するための、タ
ーボ機械システム３０４と統合型熱交換器ハードウェアとを収容する。同じシャフト３１
０上に回転ターボ機械を結合するために、及び、出力変換モジュール３００によって表さ
れるエンクロージャ内において、ガス３１２（図５）が適正な熱物理的特性を有する作動
流体であるということを前提として、原子炉出力モジュール内の炉心２０３を通過して流
れることによって生じさせられる高温度ガス３１２がガスタービン３０４Ａの中に入る。
【００５３】
　図５と図６を参照すると、タービン３０４Ａの個々の段における膨張の後に、ガスが、
圧縮機３０４Ｂの低圧力側と圧縮機３０４Ｃの高圧力側とに入る前に、回収熱交換器３０
５として定義されている統合型熱交換器と予冷器３０６との中に入り、このガスは、低抵
抗流れ反転構造（ｌｏｗ－ｄｒａｇ　ｆｌｏｗ　ｒｅｖｅｒｓｉｎｇ　ｓｔｒｕｃｔｕｒ
ｅ）２０６（図１）を使用して流れの方向を反転する前に統合型中間冷却器熱交換器３０
７の中を通って流れ、回収熱交換器３０５の高温側を流れ、最終的に、原子炉出力モジュ
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ール２００内の炉心２０３の低温側に入ることによってブレイトンガスサイクルをリセッ
トする。予冷器３０６と中間冷却器３０５は、フィン２０８と延長フィン２０８Ａ（図３
）とによって最終ヒートシンクに残留廃熱を受動的に伝達する、「ガス－空気」又は「ガ
ス－液体」熱交換器として構成されるだろう。この構成では、原子炉冷却ガス３１２とブ
レイトン作動ガス３１２は同一であるだろう。ガス３１２は、ＣＯ2、ヘリウム、アルゴ
ン、又は、熱力学的要求事項及び炉心要求事項を満たす熱物理学的特性を有する別の流体
であるだろう。
【００５４】
　再生ブレイトンサイクル構成では、可搬式原子力発電機の出力変換効率は約４５％であ
るだろう。バイパス弁３１３が、炉心を出て行くガス３１２を基本的にショートカットさ
せることによって、電気的要求にしたがった負荷追従の実現を可能にする。
【００５５】
　シャフト３１０が、発電モジュール４００と、出力変換モジュール３００内のターボ圧
縮機とに機械的に連結されているので、発電機－モータ４０２は、発電機をモータに変換
するために、且つ、起動時と停止時にガス循環装置システムとして機能するターボ機械の
ための駆動装置としてモータ４０２を使用するために、無停電電源装置ユニット４０３に
統合されている電池を使用するように、起動動作のために構成されているだろう。
【００５６】
　１つの構成では、シャフト３１０が、可搬式原子力発電機の制御システム内の突発的な
電力喪失、電子コントローラの故障、又は、電磁軸受コイルの故障の場合に係合するキャ
ッチャー軸受（ｃａｔｃｈｅｒ　ｂｅａｒｉｎｇ）を有する磁気軸受４０５を使用して、
出力変換モジュールと発電モジュールの不動要素に連結されているだろう。出力変換モジ
ュールが発電モジュールから分離させられる（即ち、個別的なモジュール輸送中に）こと
を可能にするために、シャフト３１０は、モジュール連結フランジ３０１－４０１の場所
において可とう性の高速連結器によって連結されている２つの別々のシャフトによって形
成されているだろう。統合型のターボ機械及び発電機－モータ装置が、外部のバランスオ
ブプラントの必要なしに動作することを可能にし、これによって、総合的な設置占有面積
と、脆弱性と、冷却材喪失シナリオの発生確率を著しく低減させる。
【００５７】
　図７と図８と図９を参照すると、原子炉出力モジュール２００は、耐溶融性の伝導性セ
ラミック炉心を含む幾つかのタイプの炉心２０３を使用するだろう。
【００５８】
　図７に示されている１つの例示的な構成では、炉心２０３は、様々な形状を有する燃料
エレメント２２１によって形成されている。燃料エレメント２２１は、冷却材が冷却材流
路２２２内を循環すると同時に、その冷却材に伝達される熱エネルギーの高効率的な変換
を確実なものにするために、冷却材流路２２２を備えるように構成されているだろう。冷
却材流路２２２は、流体が燃料エレメント２２１の中を通って流れることを可能にするよ
うに、及び／又は、制御機構が炉心２０３に対して挿入又は引出されることを可能にする
ように構成されている。
【００５９】
　炉心２０３の１つの構成では、伝導熱伝達機構を強化するために、冷却経路２０７が炉
心２０３の内側の場所から内側フィン２０７Ａを経由して外側フィン２０８に達する熱伝
達導管を実現するので、この冷却経路２０７が、伝導性冷却経路２０７を形成するフィン
に燃料エレメント２２１を熱的結合させることによって得られるだろう。フィン２０７Ａ
は、回収熱交換器３０５から出てくるガス流を流れ反転構造２０６の中に方向付けるよう
に構成されており、これと同時に、炉心２０３の内部構造のための構造的支持と、炉心か
らフィン２０８に熱エネルギー（即ち、崩壊熱）を受動的に伝達するための熱伝達経路と
を実現するだろう。流れ反転構造２０６は、低い流体力学的な抵抗を提供するように構成
されており、及び、炉心の構造的支持を提供すると同時に、伝導熱伝達機構によって炉心
から可搬式原子力発電機の外部フィン２０８への崩壊熱エネルギーの伝達を確実なものに
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するだろう。したがって、炉心２０３は、冷却材の完全喪失の場合にさえ、可搬式原子力
発電機を取り囲む環境に対して崩壊熱エネルギーを安全に且つ受動的に伝達することが可
能である。
【００６０】
　図１０と図１０Ａと図１０Ｂは、出力変換モジュール３００に統合されている低背圧回
収熱交換器統合熱交換器の例示的な実施形態の斜視図である。図１０と図１０Ａと図１０
Ｂに示されているように、作動流体であるガス３１２は、回収熱交換器３０５の中に一方
の側において入り、完全な３６０度のループを行い、及び、（例示的な一実施形態では対
称的な）回収熱交換器から出て行く。このようにして、ガス３１２は、回収熱交換器３０
５の外側表面との熱的に接触している流体と混合することなしに、回収熱交換器３０５の
内側表面と熱エネルギーを交換する。
【００６１】
　図１１は、出力変換モジュール３００に統合されている低背圧統合回収熱交換器３０５
の熱交換器の、完全にアセンブリされた例示的な構成の斜視図である。この構成は、ター
ボ機械を出て行く作動流体３１２Ａ（高温ガス）と、図５及び図６で説明されている圧縮
機３０４Ｃから戻る流体３１２Ｂ（低温ガス）との間の分離を実現する。
　図１２は、図１１の完全にアセンブリされた低背圧統合回収熱交換器３０５の熱交換器
の例示的な実施形態の斜視図であり、この図は、図１０に示されている、熱交換器３０５
の入口に入る流体３１２Ａと、出力変換モジュールの中間冷却器部分３０７から戻る流体
３１２Ｂとの間の別々の流れパターンによって生じさせられる熱伝達を示し、この熱伝達
は、熱交換器３０５のユニークな幾何学的形状による最小の背圧によって、さもなければ
ターボ機械の放出において浪費されることなる熱エネルギーを回収する機能を果たす。図
１３は、「ホット（ｈｏｔ）」原子炉出力モジュールを交換するように構成されており、
及び、輸送又は保管の準備のために原子炉出力モジュールの封止を行うことに特化されて
いる装置の、例示的な実施形態の斜視図である。この図に示されているように、モジュー
ル交換装置５００の例示的な実施形態が、原子炉出力モジュール２００の封止と、出力変
換モジュール３００の分離とを行うために、フランジ５０３と連結されることになるフラ
ンジ５０５を使用する。フランジ５０３とフランジ５０５が連結されている時に、これら
のフランジは、図１に示されているフランジ２０１、３０１に対して封着する。油圧で作
動させられる締め付け固定具５０１が、フランジ２０１とフランジ３０１とを分離させる
と同時に、機構５０２が、原子炉出力モジュール２００を封止する閉鎖部分５０１を挿入
する。図１４と図１５は、完全にアセンブリされた可搬式原子力発電機の単一容器１００
から原子炉出力モジュール２００を分離させ、且つ、原子炉出力モジュールを封止フラン
ジ５０１で封止するために、交換装置５００によって使用される例示的なシーケンスを示
す斜視図である。
【００６２】
　図１６は、輸送標準規格に準拠しており、且つ、輸送及び運転中にモジュール２００、
３００、４００を固定することを可能にするガイド６０１を備えている、例示的なモジュ
ール型の輸送プラットフォーム６００を示す斜視図である。この構成では、これらのモジ
ュールは、配備場所における重量物吊り下げクレーンを必要とせずに迅速な連結と分離と
を実現するために、滑動することが可能である。
【００６３】
　図１７は、原子炉出力モジュール２００の迅速な「ホット」回収（停止から短時間後に
おける炉心回収）を可能にするための遮蔽体７００と受動冷却構造７０１とが追加されて
いる、図１６に示されている例示的な可搬式原子力発電機の輸送プラットフォーム６００
を示す斜視図である。この実施形態では、原子炉出力モジュール２００が停止後に比較的
に短時間の内に輸送されなければならない場合に、可搬式原子力発電機の単一容器１００
全体、又は、原子炉出力モジュール２００だけが、熱伝達を増大させるように浸水させら
れるだろう。この構成では、迅速な炉心回収の最中に放射線場を減衰させるために厚い水
の壁を形成するように、膨張可能な遮蔽体７００が水で満たされると同時に、炉心が受動
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的に温度低下し続ける。
【００６４】
　図１８は、図１に示されている例示的な可搬式原子力発電機のブロック図の一変型の側
面断面図であり、この図では、可搬式原子力発電機の水平（又は、垂直）運転のための装
置すべてを備える単一の容器が、典型的な加圧水型原子炉（ＰＷＲ）に関しては、一次ル
ープ内を循環する炉心２０３冷却材としての水を使用する運転のために構成されている。
ランキン出力サイクルを形成する二次ループ内の作動流体８０５も水である。この構成で
は、可搬式原子力発電機は、分離熱交換器によって互いに分離される一次ループと二次ル
ープを備え、この分離熱交換器の一次側８０２は、原子炉冷却材ポンプ８０１を経由した
強制対流によって循環させられる水８０４を介して炉心２０３から熱エネルギーを受け取
る。
【００６５】
　図１８、図１９、図２０、図２１を参照すると、冷却材及び作動流体としての水を使用
して動作する可搬式原子力発電機の例示的な実施形態において、原子炉冷却材ポンプ８０
１が、図１８に示されているドライヘッド（ｄｒｙ　ｈｅａｄ）又はチャンバ２１０、又
は、図２１に示されている環状ジャケットのどちらかの上に配置されているキャンドポン
プ（ｃａｎｎｅｄ　ｐｕｍｐ）として構成されるだろう。一次ループ内の圧力は、加熱器
８００Ｂと噴霧器８００Ａとを備える加圧器８００を使用して調節される（図２１）。こ
の構成における制御及び受動的崩壊熱除去システムは図１から図７で説明した制御及び受
動的崩壊熱除去システムと同一である。
【００６６】
　流路８０５によって示されている二次ループは、分離熱交換器８０２、８０３を使用し
て一次ループから熱エネルギーを受け取る。水が、給水ポンプ８０８を使用して熱交換器
８０３の二次側を通して循環させられる。水蒸気が分離熱交換器８０３の二次側を出る時
に、この水蒸気がターボ機械８０６内で膨張し、このターボ機械内では水蒸気のエネルギ
ーが、発電モジュール４００と発電機４０２とに伝達される機械的エネルギーに変換され
る。ターボ機械８０６と高速発電機４０２は、図１から図７に関して説明されているよう
に、出力変換モジュール３００と発電モジュール４００との間のシャフト３１０と分離機
構とを使用して機械的に連結されている。水蒸気がターボ機械９０６の放出において排出
されると、この水蒸気は、凝縮器８０７内での凝縮の前に統合型熱交換器再加熱器８０９
（図１９及び図２０）に入り、こうしてランキン出力サイクルがリセットされる。
【００６７】
　凝縮器８０７は、図１から図７に示されているような重力駆動式の熱伝達機構を有する
フィン２０８を使用して、熱エネルギーを環境に伝達する。炉心２０３からの短時間内の
崩壊熱除去が、ＵＰＳ４０３の使用によって電力欠如状態においても行われるだろう。炉
心２０３が耐溶融性セラミック材料で形成されていることがある構成では、冷却材完全喪
失シナリオの状況下でさえ、伝導機構による受動的冷却が、炉心温度が安全マージンより
も低いことを確実なものにする。異なる圧力バウンダリで動作する一次ループと二次ルー
プとを備える可搬式原子力発電機構成は、分離熱交換器によって出力変換モジュールから
分離されており、且つ、二次ループ内でのブレイトン又はランキン出力サイクルの使用を
可能にする、液体金属冷却式の原子炉出力モジュールを使用することもある。
【００６８】
　図２２は、迅速な配備のための、且つ、乾燥した環境的条件及び極端な環境的条件を有
する配備場所を含む任意の配備場所で発電する準備が整っている、標準的な輸送プラット
フォーム９００上に固定されている例示的な完全アセンブリ状態の可搬式原子力発電機の
スケール表示（ｓｃａｌｅ　ｉｎｄｉｃａｔｉｏｎ）を示す斜視図である。
【００６９】
　図２３と図２３Ａは、高温炉心除去シナリオの状況下での放射能遮蔽を確実なものにす
るために付加型の受動的冷却機能７０１と膨張性シールド７００とを伴う形で示されてい
る、迅速「ホット」原子炉出力モジュール輸送（即ち、緊急現場抜き取り（ｅｍｅｒｇｅ
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ｎｃｙ　ｓｉｔｅ　ｅｘｔｒａｃｔｉｏｎ）のための、標準的な輸送プラットフォーム９
００上に固定されている可搬式原子力発電機の例示的な原子炉出力モジュールの斜視図で
ある。
【００７０】
　図２４と図２４Ａは、冷却材の完全喪失時にさえ受動的に冷却されることが可能な耐溶
融性炉心を形成する、好ましい伝導性セラミック炉心部分２２１と完全セラミックマイク
ロカプセル封止（ＦＣＭ）燃料エレメント９０１との斜視図である。ＦＣＭ燃料は、例え
ば炭化ケイ素（ＳｉＣ）のような低中性子吸収セラミック複合材料を使用する。ＳｉＣ複
合材料は、高温度において水と空気とに対する非常に低い反応速度を有し、炭素ダストを
発生させず、照射後の低温度における高速のエネルギー放出からのウィグナー効果がなく
、放射線に対する良好な耐性を有し、照射を受けても非常に小さい寸法的変化しか示さず
、及び、非常な高温度においてさえ核分裂生成物拡散に対する非多孔性の不浸透性のバリ
アを提供するので、原子炉内での使用に関して、黒鉛に比較して多くの利点を有する。
【００７１】
　１つの構成では、炉心２０３は、堅牢性を確実なものにするために、ＳｉＣ繊維を含む
一方向性の繊維強化ＮＩＴＥ焼結ＳｉＣの複合構造物で作られている燃料エレメント９０
１、２２１によって形成されるだろう。炉心２０３の拘束装置と、ホットダクト（ｈｏｔ
　ｄｕｃｔ）と、すべての流路２２０Ａと、制御棒チャネル２２２も、繊維強化複合材料
で作られる。例えば、図６に示されている統合型回収熱交換器熱交換器３０５は、コンパ
クト性と有効性と低背圧とを提供するために、ターボ機械の周囲で利用可能な環状空間内
に収まるように設計されている、ＳｉＣ　ＰＣ（プリント回路）ガス－ガス熱交換器で形
成されるだろう。炉心２０３内の他のＳｉＣ構造が、ＳＩＣ－Ｇｄ203及びＥｒ203の焼結
混合物で作られている制御棒と、制御棒スリーブとを含む。最後に、圧力容器は、予め応
力が与えられているＳｉＣ複合材料で作られるだろう。幾つかの構成では、例えば敵対的
な事象（ミサイル攻撃）によって生じさせられる爆発によって生じさせられる過酷な運動
学的応力のような過酷な運動学的応力を燃料エレメント２２１が被る場合に、成形体９０
２又は燃料エレメント９０１を通って亀裂が生じることがない形で、燃料エレメント２２
１の管理された破砕を可能にするために、燃料エレメント２２１は部分的な切れ目９０６
、９０５を有する。このようにして、及び、壊滅的な攻撃の結果として、燃料ブロック又
はエレメント２２１は、管理された部分的切れ目９０６、９０５に沿って破断され、これ
によって、最も過酷な「設計基準を越える事故」又は攻撃シナリオの状況下でさえも、燃
料エレメント９０１を無傷な状態のままに保つだろう。この特徴は、炉心又はその破断さ
れた燃料ブロック２２１がすべての揮発性物質を収容することを可能にし、過酷な炉心破
壊シナリオの結果を著しく緩和する。「設計基準を越える事故」又は攻撃シナリオの状況
下でも、すべての放射性の揮発性物質が燃料エレメント９０１内に閉じ込められた状態の
まま残るので、この可搬式原子力発電機は、すべてのＳＭＲ及び大型原子炉によって必要
とされるような避難計画区域を必要としない。
【００７２】
　当業者は、図面に詳細には示されていないことがある例示的な実施形態に到達するため
に、説明されている特徴の組合せがどのように形成されることが可能であるかを理解する
だろう。
【００７３】
　本発明の様々な側面又は詳細事項が、本発明の範囲からの逸脱なしに変更されることが
可能である。さらに、上述の説明は単なる例示を目的とするものであるにすぎず、本発明
を限定するためのものではなく、及び、本発明は特許請求項によって定義されている。
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